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要旨：本報告は、昨年度までに、著者が参画して取り組んだ、文部科学省委託事業／先導的教育情報化推進プログラ
ム「教員のICT活用指導力向上のための形成的な評価方法の開発と実用化」の成果を元に、奈良教育大学の中での取
り組みをまとめたものである。日本の「教育の情報化」の現場を整理しながら、これからの社会を担う人材を育成す
る学校現場を支える教員の力量のうち、「教員のICT活用指導力」に関して、その規準となる指標を整理した。また、
その規準に基づき、体系的・網羅的に、各教育委員会の教員研修や、各学校の校内研修で利用可能な、研修パッケー
ジの開発と、それを支援する形成的な評価を根底にした、研修支援システムを開発したものを報告する。
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1 ．はじめに

　先進諸国では、コンピュータをはじめとした環境整
備が進み、教育活動の中でICT活用が日常化してきて
いる。それに伴い教員のICT活用能力の向上が重要課
題となってきている。米国のISTEでは、NETS-Tと
いう教員が習得すべき情報技術の指標化がすすみ、多
くの州でこの指標が採用または準用・参照されている。
英国のTTAでは、新人教員向けのICT活用の到達目
標の設定と、それに到達するための研修を実施してい
る。
　日本でも、「教育の情報化」を、
・教科の目標達成のためのICT活用（＝授業が変わる）
・情報教育（＝子どもたちが変わる）
・校務の情報化（＝学校が変わる）
の 3 つの要素と捉え、推進していている。
　そして、文部科学省が中心となり、「教員のICT活
用指導力の基準（18項目チェックリスト）」が提唱さ
れ、2007年より全教員に調査が実施されている。
調査は、次のような 5 つのカテゴリ、合計18項目の質

問文で、各項目は、「わりにできる」「ややできる」「あ
まりできない」「ほとんどできない」という 4 段階に
なっている。

Ａ　教材研究・指導の準備・評価などにICTを活用
する能力

Ｂ　授業中にICTを活用して指導する能力
Ｃ　児童のICT活用を推進する能力
Ｄ　情報モラルなどを指導する能力
Ｅ　校務にICTを活用する能力

　選択肢のうち「わりにできる」と「ややできる」と
回答した教員の割合を、それぞれの項目別の達成状況
（図 1 ）や、毎年の経年変化（図 2 ）、各都道府県別
の状況などが公表されている。また、同時期に、ハー
ドウェア面の環境整備状況も、高速インターネットの
整備率、児童・生徒一人当たりのPC台数、普通教室
へのLAN整備や教員用校務PCの配備状況なども調査
され公表されている。
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　しかし、この調査のうち「教員のICT活用指導力」
を高める具体的な教員研修や教員養成のカリキュラム
は、各教育委員会等に任された状態であり、段階的な
指標等が策定されていないため、担当の指導主事や研
修担当の教員の力量に左右されているのが現状であ
る。そこで、著者も参画した文部科学省委託事業／先
導的教育情報化推進プログラム「教員のICT活用指導
力向上のための形成的な評価方法の開発と実用化」
（以下、t-ictと表記）では、日本の教員研修で多くみ
られる、受講者の感想のみの評価や、研修指導者の主
観的な判断に委ねた評価という研修を見直し、客観的
で形成的な評価方法を、限られた体制や時間的制約の
中で、効率的に実施するための、研修カリキュラムや、
それを支援する教材類や研修支援システムの開発、及
び、それらの裏付けとなる、教員のICT活用指導力に
関する規準・基準表を開発した。

2 ．教員のICT活用指導力の規準・基準表の開発

　t-ictでは、教員がICT活用をして授業を効果的に実
施するための能力を2005年より独自に策定していた、
「教員のICT活用指導力規準表」を、前述の文部科学
省「教員のICT活用指導力の基準」等と照らし合わ

せ、6 つの大項目と22の中項目に再整理した（表 1 ）。
　そして、それぞれの項目は、教員のICT活用指導力
の成熟度ごとに、「大学生・新任教員（基礎的な知識
とともに授業が実践できる）」、「一般教員（効果的な
授業が実践できる）」、「ICTリーダー教員（校内で指
導・推進できる）」、「指導主事（地域で指導・推進で
きる）」を設定し、それぞれの達成目標がわかるよう
にしている（図３）。

　そして、この規準表を元に、研修を実施しやすいよ
うに、個々の内容をブレイクダウンし、教員の達成・
獲得してほしい具体的な目標を明確に定義したものを
基準表として準備し、その内容を網羅する研修テキス
トやWeb教材を開発している。
　基準を整理する際には、研修の目指す具体的な達成

図 1 　各項目別の達成状況
（文部科学省Webサイトより引用）

図 2 　各カテゴリの経年変化
（文部科学省Webサイトより引用）

大項目 中項目

１ 「教育の情報化」
の推進

国の政策，学校における教
育の情報化，学習指導要領
との関連，ICT環境の整備

２ 情報教育
授業設計，授業準備・学習
環境整備，授業実践，児童
生徒への情報教育の指導

３ ICTを活用した
授業

授業設計，授業準備・作成，
授業実践，児童生徒への
ICTスキルの指導，評価活
動

４ 情報モラル

情報社会の倫理と法の理
解，安全・情報セキュリテ
ィ，児童生徒への情報モラ
ルの指導

５ 校務の情報化

ICTを活用した情報収集と
資料作成，情報共有とコミ
ュニケーション，情報の公
開，成績処理

６ ICT活用スキル 情報機器の活用，情報通信
ネットワークの活用

表 1 　ICT活用指導力の大項目と中項目

図 3 　教員のICT活用指導力規準表（一部）

伊藤　剛和・加藤　久雄 日本の「教育の情報化」の現状に基づいた「教員のICT活用指導力」向上に資する研修システムの開発

282 283



レベルを、「基礎」「実践」「効果」の三段階で捉える
こととした（表 2 ）。

　この三段階の達成レベルのうち、第二段階以上は教
員自身の自己評価のみでなく、講師や研修で共に学ぶ
受講者同士の相互評価といった客観的な評価と自己評
価を比較することで達成レベルの確認ができる能力と
して捉え、対応するワークシート（後述）に、その相
互評価や講師評価を実施するための、評価の手立てを
明記するようにした。
　また、第三段階は、教員研修の場では確認しにくい
事項であり、研修後に学校現場で実践していく中で確
認していく長期的なものと捉えた。
　更に、整理した基準の文末の動詞に注目し、「知識・
理解」、「技能」、「活用・指導力」の大きく 3 つに分類
している。この 3 つの分類のうち、「知識・理解」の
第一段階レベルに関して、自己点検が可能となるよう
に、知識理解度を測る確認テストを研修支援サイトに
準備した。この確認テストの開発は、受講者である教
員が、テストを受ける活動の中で、研修で学んだこと
が復習できる要素や、自分の理解度を自己点検するこ
とが可能なように工夫している。
　そして、この基準表を用いて、文部科学省の「教員
のICT活用指導力の基準」との対応関係を整理し内容
面の充足状況の点検をすすめるとともに、後述の研修

支援システムの基本動作に役立てている。
　また、奈良教育大学では、新任教員に求められる資
質能力目標を、カリキュラム・フレームワークとして
定め、教員養成教育の質の保証と、その評価・改善に
取り組むこととしている。そこで、この規準表の「大
学生」レベルの内容が、学部のどの授業で担当してい
るのかを見直すことで、補充すべき授業科目の内容の
方向性を洗い出す活動にも取り組んでいる（表 3 ）。

3 ．研修テキスト

　前述の基準に基づき、文部科学省「教員のICT活用
指導力の基準」の 5 つのカテゴリごとの章立てとする
研修テキストを開発した（図 4 ）。その際、各研修項
目が、一つ一つ密接な関連を持たせず、独立して研修
可能な内容にした。また、研修に取り組みやすいよう
に、各研修項目の最初には、「この項目のねらい」を
記述するとともに、規準との対応関係も明記し、本文
左右の余白部分では、そこまでの内容を振り返り自己
点検できるように、対応する基準を配置するようなペ
ージ構成にしている。
　研修を実施する自治体や学校現場によって、ICT環
境が異なるため、特定のメーカーやソフトウェアに依
存する内容は、研修テキスト中にはなるべく盛り込ま
ず、研修サイトにてWeb教材として提供することに
した。同様に、各研修の要点がわかるように動画教材
も開発した（図 5 ）。
　また、研修が講義一辺倒にならぬように、演習が取
り組みやすいように、学習要素ごとに演習題の設定と、
研修サイトに演習用ワークシートを準備した（図 6 ）。

第一段階 基礎 身についた。力がついた
第二段階 実践 ついた力で実践できた
第三段階 効果 実践して児童生徒が変容した

表 2 　基準の三段階達成レベル

表 3 　奈良教育大学のカリキュラム・フレームワークと教員のICT活用指導力の対応関係（試作）
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　合わせて、これら研修テキストや教材類を用いたモ
デルカリキュラムを準備し、校内研修などで、研修担
当になったが研修の進め方で悩む講師が利用しやすい
ように研修パッケージとして整えた。
　その後、2009年 3 月に文部科学省より「教育の情報
化に関する手引き」が発表されたため、その内容を盛
り込み、内容を大幅改訂した、増補改訂版をした。そ
の際、研修ニーズや、「教育の情報化に関する手引き」
の章立てを参考に、目次の見直しも実施している。
　また、講師が研修しやすいように、研修で具体例や
根拠資料として紹介するとよいサイトのURLや、研
修としておさえるべきポイント、他の例示の紹介など
を含めた「研修指導者マニュアル」を開発している
（図 7 ）。同じく、研修テキスト中に準備している、
演習のワークシートも、研修指導者向けには、模範回
答や評価のポイントなどを含めた、指導者向けワーク
シートを準備し、講師の研修実施を支援した。前述の
動画教材のプレゼンテーション資料も、素材として利
用可能なようにファイルとして提供しているため、講
師は、それを素材に、その学校や地域独自の内容を加
えて研修時に話ができるように用意している。

4 ．研修支援システム

　研修テキストやWeb教材を活用した研修が、より
充実したものとなるため、受講者である教員が研修し
た成果を実感できる研修支援システムも開発してい
る。教育委員会の研修センター等での一斉研修や、校
内の環境を使った校内研修、自主的に行う自主研修に
て、件数支援システムを利用することにより、成長し

図 4 　開発した研修テキスト

図 6 　開発した演習用ワークシート（例）

図 5 　開発した動画教材（例）

図 7 　研修指導者マニュアルの一例
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た様子を振り返ることができるとともに、弱点に気づ
き、それを補う研修を受講することを促すことで自己
研鑽がすすむことを目指して開発している（図 8 ）。

　そのため、研修内容のうち、知識・理解部分に関し
ては、確認テストと連携しており、その受験結果を参
考に、自己評価するようになっている。
　研修での活用タイミングに着目すると、従来の研修
の流れを束縛しないよう、次のような流れで利用する
ように準備している（図 9 ）。

　図 9 のように、研修受講者は、まず、研修を受講す
る前に、研修のねらいを把握することも兼ねて、研修
を担当する講師が準備した自己チェック項目につい
て、事前に自己チェックを行なう。
　研修中は、研修テキストの余白部分に準備している
テキスト中チェックを利用することで、内容の把握の
確認を行えるように準備している。また、研修中に行
われるワークシートを用いた演習活動や、模擬授業等
の相互評価活動は、関連する自己チェック項目につい
て演習活動後、自己チェックを行なうことができる。
　研修の終了時には、自己チェック項目ごとに準備さ
れた確認テストを受験し、その結果や、活動中に行っ
た自己チェックや、事前の自己チェックの状況を振り
返り、研修後の事後チェックを行なう。

　このような流れで研修を受講することで、受講者で
ある教員が自分自身の成長過程を確かめながら研修を
受講するようなしかけとなっている。そして講師から
は、従来からの研修方法のままで、その研修時間の前
後に利用するという利用方法から、研修前に、受講者
のレディネスを点検し、研修中に、随時テキスト中チ
ェックや確認テストなど実施したり、研修後の変化を
モニタする利用方法まで、多様な利用方法で活用でき
るようになっている。
　このように、各研修や自主的な研修で、蓄積したチ
ェックを元に、グラフ化したり、登録されている研修
一覧から、おすすめの研修（すなわち弱点補強の要素
が高い研修）を星印（★）で示すようになっており、
利用している教員や学生らの自己研鑽に寄与する情報
提供になっている（図10）。
　現在、この研修支援システムは、日本教育工学振興
会にて、ASPサービスとして提供しているものと、い
くつかの教育委員会のイントラネット内に設置して利
用されており、各地域の教員研修に利用されている。
このASPサービスを利用したものとしては、教員研修
センターの「平成22年度　カリキュラム・マネジメン
ト指導者養成研修（専門コース）」にも利用されてお
り、その利用者からのフィードバックにて、改良をす
すめている。
　また、この研修支援システムの形成的な評価の仕組
みは、奈良教育大学の職能成長プロジェクト（学生の
職能成長過程と一体化した統合的教職実践演習のモデ
ル開発）にて開発された、支援システム（PASS）で
も、参考とした。研修を、科目や、自学自習内容と捉え、
その事前や事後でのチェック部分や、授業の中での形
成的な評価でも、利用できるような機能を有している。

図 8 　研修支援システムの画面例

図 9 　研修の流れと評価の手立て

図10　研修支援システムの動作イメージ

↓
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5 ．まとめと今後にむけて

　t-ictとしては、昨年度で終了しているが、開発され
た研修パッケージは、昨年度から始まった教員免許更
新講習や、いくつかの自治体の教員研修で利用されて
いる。また、奈良教育大学をはじめ、いくつかの大学
では学部向けの授業内でも利用されている。利用者か
らのアンケート調査でも概ね好評であるが、t-ictの目
的である長期的な利用は、まだ始まったばかりであり、
数年の蓄積を経てからの分析・評価を報告したい。
　研修テキスト類に関しても、開発以後、教育の情報
化ビジョンや、教育の情報化に関する手引など、公的
な根拠となる関連資料が増えてきた。それらの内容も
含めた再度の増補改訂版や、教員養成レベルに焦点化
して、内容を補完する、大学向け改訂版などニーズが
あるため、継続した改訂活動を実施したい。
　また、開発した形成的な評価の仕組みは、教員研修
以外の、学士力や教員養成などへの応用も始まってい
る。それらの成果を元に、更に教員養成や教員研修に
寄与する研修パッケージの開発に役立てていきたい。
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